
1.3% 1.3% 
1.9% 

1.9% 1.9% 
2.0% 

2.0% 

2.0% 2.0% 2.85% 

3.0% 
3.0% 3.0% 

2.85% 

2.0% 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

（改善率） 

＋ 

安心こども基金 
において創設 

保育緊急確保事業 
で事業継続 

公定価格に 
組み込む（恒久化） 

※28年人事院勧告準拠（28補正案） 

※ 処遇改善等加算（賃金改善要件分）は、平成25、26年度においては「保育士等処遇改善臨時特例事業」により実施 
※ 各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額 

保育士等の処遇改善の推移（平成２４年度との比較） 

※26年人事院勧告 
  準拠（26補正） 

※27年人事院勧告 
  準拠（27補正） 

※処遇改善等加算 
 （賃金改善要件分） 
 消費税財源 

※処遇改善等加算 
 （賃金改善要件分） 
 消費税財源以外 

※処遇改善等加算 
 （賃金改善要件分） 
 消費税財源 

＋約３％ 
（月額約9,000円） 

＋約５％ 
（月額約15,000円） 

＋約７％ 
（月額約21,000円） 

＋約８％ 
（月額約26,000円） 

  （2012）            （2013）                   （2014）                   （2015）                    （2016）                   （2017） 

（予定） 

０．７兆円 

メニュー
（消費税財
源） 

０．３兆円 

超メニュー
（消費税財
源以外） 

新たな 
財源 

＋約10％＋最大４万円 
（月額約32,000円＋最大４万円） 

  技能・経験 
  に着目した 
  更なる処遇 
  改善 
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